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侵略への深い反省の上に
台湾問題の平和的解決を求める

--いくつかの法的問題にも触れて--



この問題を議論する前提

①台湾が「独立国」であるかのようになってしまった原
因のひとつには50年間にわたって分断統治した日本の
侵略があるということ。

②しかし、日本の「沖縄問題」を現地の人々の立場から
解決しなければならないのと同様、「中台問題(両岸問
題」)も台湾の人たちの立場から考え、解決していくこ
とが必要であること。

③中国が核兵器を放棄できない原因も個人的には「日本
の責任問題」として考えたい。批判もあろうが・・。



広島原爆直後の中国共産党の声明
(日本人民は同じ犠牲者と言っていた際の立場)



58年第2次台湾
海峡危機で
アメリカが計画
した核攻撃



そこでアメリカが迫った沖縄を含む核戦争の覚悟

• 21年5月22日のNY Times、機密文書に基づく記事

• 1958年の第二次台湾海峡危機の際、中国軍が金門島に上陸した場合、
中国軍に核攻撃する作戦案を策定

• その攻撃でも中国軍が砲撃を止めなければ、

「上海に至るまで深く核攻撃を行なう以外に選択肢はない」

「(ソ連が)台湾に対してほぼ確実に核攻撃でほぼ確実に報復し、沖縄
にも核攻撃で報復する可能性があるだろう」

「国家安全保障政策としては島嶼部を防衛するならば、その結果は受
けいれられなければならない」

「核抑止力論」としての意味も理解しておかなければならない。



「台湾問題」で中国が考えていること

• 中国の関心は「台湾の平和統一」
(軍事的威嚇が逆効果だった過去の総統選、

福建省省長だった習近平の経歴も重要)

• 軍事を極力避ける為のグレー戦略 ⇒

• (その際の偶発的衝突の防止)
(米中間の「軍事海洋協議協定」の締結作業)

• 日米の関与を避けるのも重要
(この点が11/7高市答弁と関わる)

• その法的根拠の認識を示したウクライナ戦争への対処



現行法で日米が介入できる3種のケース

①「武力攻撃事態」=在日米軍基地が攻撃され、「集団的自衛権の発
動」で自衛隊が動員されるケース⇒安保条約の発動

②「存立危機事態」=米軍が日本の外で攻撃され、それを利用した「集
団的自衛権の発動」で自衛隊が動員されるケース⇒安保条約の発動

※これが11/7高市答弁の事態 。海上封鎖⇒米軍出動⇒交戦⇒自衛隊出動

③日本国内や近海の自衛隊が攻撃され、自衛隊が出動するケース

 ⇒安保条約が発動されず米軍が動かない可能性

     核大国中国との直接対決を望まない米国はこれをもっとも期待する

・そうでない場合は・・・



露の論理とありうる日米の論理が同じであること

独立宣言

独立
承認

軍事同
盟締結

集団的
自衛権
の発動

「双方の一方的な現状変更に反
対する」との米国務省声明
(高市発言を踏まえた声明)



トランプは台
湾にGDP比
10%の軍事費
を要求。
しかし、

日本も台湾に
見習おう!!

台湾有事を許さない台湾の政治状況



議会選では
負けた

与党民進党の
昨年の選挙

20-30代の投票総数410万票のうちの過半数56%を総統選で
民衆党が獲得=233万票。これは総得票数の63%を占めた。





今年の交流会

去年の
交流会

台湾人民の現在の
闘いを知る



選挙前日、当日の民進党の集会にて



トランプの「台湾支援拒否」と中国の反応



アメリカの転換
への台湾の反応

軍事費のGDP比5%
への増額をも主張
するまでに!!



抑止力論批判の議論を精緻化させるために

•核保有国との直接対決を避けるアメリカ

•「リビアの誤り」を意識して核を放棄できない北朝鮮

•北朝鮮が認識する「安価な武器」としての核兵器

•中国本土の圧力があって初めて台湾の「独立」を阻止できてい
るとの認識



補足させていただくならば・・・

①本来は東京裁判で「戦争犯罪」として断罪されねばな
らなかったこと(アメリカの問題)

②それがなかったので三淵嘉子の「原爆裁判」が改めて
されねばならなかったこと

③1996年の国際司法裁判所の勧告的意見も「核兵器によ
る威嚇や使用を国際法違反」とするが、他方で「国家の
存亡が危険にさらされている場合には判断できない」と
していること。現在の国際法体系には大きな問題がある
ということ
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